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事業報告   

 

１．会社の現況 

（１）事業の経過及び成果 

 新型コロナウイルス感染症による世界的流行（パンデミック）の発生から 3年が経過し、社 

会経済活動の正常化が進む一方、不安定な国際情勢が経済に影響を与える新たな事象も見られ 

ました。 

2022年度の我が国の経済は、新型コロナウイルスの感染状況の改善や各種行動制限の緩和等 

により経済活動の正常化への動きが進展いたしました。一方で、為替の急激な円安の進行やロ 

シア・ウクライナ情勢により、燃料費等が高騰するなど、依然として不透明な状況が継続して 

おります。 

   新型コロナウイルスの感染拡大により大きなダメージを受けた航空業界も、国の全国旅行支 

援の開始等により国内線を中心に回復し、国際線も入国時の水際対策の緩和により訪日観光客 

の受入が再開され、下期以降、回復傾向となり、概ね需要・業績改善に転じているところであ 

ります。 

また、2023年 5月には、新型コロナウイルス感染症の感染法上の分類が 5類に変更され、ポ 

ストコロナが本格化し、航空事業は今後も成長が見込まれるところであります。 

   岡山桃太郎空港の 2022年度の利用者数は、新型コロナウイルスの第 8波以降は感染者も

減少傾向を続け、国の旅行支援策などの効果もあり、前年度の 2倍を超える状況でしたが、

新型コロナウイルス以前の 2019年度に比べると未だ 60％程度にとどまり、878,216人《対

前年度比 223.3%》となりました。(以下、《 》内は対前年度比) 

国内定期路線の利用者数は、874,277人《222.9%》となりました。東京線は、4月はオミクロ

ン株の流行により減便がありましたが、その後は全便復便運航し、773,242人《212.8%》となり

ました。札幌線は、7月 15日から 10月 29日までの季節運航で前年度に比べ運航日が大幅に増

えたことにより、15,609人《819.8%》となりました。沖縄線は、4月、5月に減便がありました

がその後は毎日運航し、85,426人《317.7%》となりました。 

国際線は、引き続き定期路線のソウル線、上海線及び香港線が運休となっておりますが、2023

年 3月 26日から台北線が週 4便（火、水、土、日）で復便し、利用者数は 695人《皆増》とな

りました。 

   チャーター便については、国内チャーター便のみで、北海道（稚内、中標津、函館）、東京都 

（八丈島）、長崎県（対馬、福江）、沖縄県（久米島、下地島、与那国島）など 68便が運航され、 

利用者数は 3,244人《291.7%》となりました。 

航空貨物の取扱量についても、国内貨物のみで、2,194トン《126.7%》となりました。 

このような輸送状況の下、当期における業績は、新型コロナウイルスの影響を受けたものの、 
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売上高は前年度を上回り、6億 6,007万円《117.9%》となりましたが、営業損益は△1億 3,914 

万円《△102.4%》、当期純損益は△1億 3,250万円《331.2%》の赤字となりました。 

売上高の内訳について、不動産収入は、前期同様、航空会社およびテナントへの賃料減免に

よる支援を実施したことや、貨物テナントの契約解除による減収等がありましたが、国内線の

復便による給油施設使用料の増加等があり、3億 9,394万円《105.2％》となりました。付帯事

業収入は、国内線の復便に伴い直営 3 店舗（国内売店・コンビニ店・カードラウンジ）の売上

の増加や岡南飛行場での石油売上の増加により、2億 6,612万円《143.8％》となりました。 

売上原価は、売店売上及び石油売上等の増加と石油仕入原価の高騰に伴い、1 億 2,837 万円

《140.1％》となりました。 

販売費及び一般管理費は、人件費が 2 億 4,735 万円《111.6％》、物件費が水道光熱費の高騰

や、国際線運航再開に向けた機器の点検費用の増加等により、2億 240万円《123.8％》となり、

これに租税公課と減価償却費を合わせ 6億 7,084万円《111.1％》となりました。 

これらの結果、営業損益は△1億 3,914万円《△102.4％》となりました。 

営業外収益は、830万円《28.6%》となり、その内訳は、受取利息 1万円、助成金収入 809万

円、雑収入 18万円となりました。 

営業外費用は、長期借入金の償還に伴う支払利息 6万円《24.3％》と雑損失 14万円《20.2％》

で、その結果、経常損益は△1億 3,106万円《△121.5％》となりました。 

特別利益には、補助金収入 4,872万円を計上しております。 

特別損失は、ターミナルビル空調機更新工事に伴う撤去工事や、待合室内装の用途変更によ

る除去費として、894万円を計上しております。 

以上の結果、税引前当期純損益は△9,128 万円《△84.6％》、当期純損益は△1 億 3,250 万円

《331.2％》となりました。 
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岡山空港旅客実績表 

      2022 年度 2021 年度   

      
旅客数 

（人） 

搭乗率

（％） 

旅客数 

（人） 

搭乗率

（％） 

対前年度

比（％） 

定 期 便 

国内線 

岡山～東京 773,242 59.3 363,425 46.6 212.8 

岡山～札幌 15,609 41.6 1,904 35.5 819.8 

岡山～沖縄 85,426 73.3 26,885 33.8 317.7 

国内線(計） 874,277 60.0 392,214 45.4 222.9 

国際線 

岡山～ソウル 0 － 0 － － 

岡山～上海 0 － 0 － － 

岡山～香港 0 － 0 － － 

岡山～台北 695 64.4 0 － － 

国際線(計） 695 64.4 0 － － 

定 期 便 計 874,972 60.0 392,214 45.4 223.1 

 国  内  線 3,244 56.1 1,112 45.0 291.7 

チャーター便 国  際  線 0 － 0 － － 

  チャーター便計 3,244 56.1 1,112 45.0 291.7 

 合 計 878,216 60.0 393,326 45.4 223.3 

 

新型コロナウイルス感染症の影響で減便・運休が相次いでいましたが、2023 年 3 月 26 日から国

内線の札幌便が通期運航、また国際線の台北便が復便しました。 

  

岡山空港貨物実績表 

 2022 年度 2021 年度 対前年度比(％) 

国 内 貨 物 2,194ｔ 1,731ｔ 126.7 

国 際 貨 物 0ｔ 0ｔ － 

合 計 2,194ｔ 1,731ｔ 126.7 

  

 新型コロナウイルス感染症の影響で、国際貨物の取扱いはありませんでした。 
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（２）設備投資及び資金調達の状況 

当期における設備投資の主なものは、次のとおりであり、自己資金で充当しております。 

・空調機更新                         55,207千円 

      （2023年 3月設置）               （建物附属設備） 

・給油施設タンク底板改修                  13,190千円 

     （2023年 3月施工）               （構築物） 

  ・変圧器更新                        4,500千円 

      （2023年 1月設置）                （建物附属設備） 

   

（３）会社が対処すべき課題 

中期経営計画の経営理念である「岡山県の空の玄関にふさわしい、安全・安心・快適な 

  空港ターミナルビルの実現」に基づくとともに、コロナ禍の経験と学びを糧として、抜本 

的な事業の見直しなど、求められる体制整備にタイムリーに対応できるよう、以下の事業 

方針を柱とした基本戦略を着実に実行していきます。 

 

１. 「新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置づけの変更等に関する対応方針につい 

て」の決定に沿った対応を図り、空港利用者の安全・安心を確保すると共に、大規模

自然災害を想定した防災対策の推進と早期復旧に係る対応力を向上させるなど、徹底

した「安全・安心」の追求による人にやさしい空港ターミナルづくりを目指します。 

２．現在の回復基調を踏まえ、コロナ禍以前の旅客数水準への早期回復を目指し、岡山県 

や経済団体等との連携による既存路線の維持及び運休路線の復便に積極的に協力し、 

旅客ネットワークの維持を図ります。また、新規路線就航への取り組みとして、連携強 

化による一体的、機動的受入体制の構築への協力も積極的に行います。 

３．空港基本施設の適切な更新、維持管理を再開させ、運用コストの低減と両立させなが 

ら、サービス品質を更に向上させ、地域社会・地域経済の発展への取り組みを推進し、 

利用者に信頼される魅力ある空港ターミナルづくりを目指します。 

４．収益性の向上とキャッシュフローを重視し、経営効率化の徹底を目標とした会社組織 

の在り方や営業構造の改革に着手し、経営の源泉である社員満足を向上させ、社員が 

高い意欲と能力を発揮することで、会社全体の品質向上を図り、持続的健全経営を目 

的とした経営基盤の強化に取り組んでいきます。 
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（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区    分 
第 34期 

2019年度 

第 35期 

2020年度 

第 36期 

2021年度 

第 37期(当期) 

2022年度 

 売 上 高 (千円) 1,200,810   526,100 559,724 660,072 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 

(千円) 

 90,986 △148,961 △40,003 △132,500 

１株当たり 

当期純利益又は当期

純損失(△)  (円) 

5,288円 05銭 △8,657円 51銭 △2,325円 00銭 △7,700円 81銭 

 総 資 産 (千円) 2,886,034 2,642,299 2,587,179 2,453,833 

 純 資 産 (千円) 2,522,047 2,364,483 2,324,479 2,191,979 

１株当たり 

  純資産額  (円) 
146,579円 54銭 137,422円 02銭 135,097円 02銭 127,396円 21銭 
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２．会社の概要 

 （１）主要な事業内容 

①貸室業並びに倉庫、施設、設備及び器具の賃貸業 

②売店における観光土産品等の販売 

③航空機燃料の販売及び給油業務 

 （２）主要な営業所 

本 社 岡山市北区日応寺 1277番地 

給油所 岡山市南区浦安南町 640番地 岡南飛行場 

 （３）株式の状況 

①発行する株式総数       40,000株 

②発行済株式総数        17,206株 

③当期末株主数                 42名 

④主要株主の持株 

区  分 

主要株主 

持 株 数 

（株） 

金   額 

（千円） 

出資比率 

（％） 

岡山県 5,206  260,300 30.2 

ＡＮＡホールディングス株式会社 2,516  125,800 14.6 

株式会社日本政策投資銀行 2,000  100,000 11.6 

日本航空株式会社   850   42,500  4.9 

株式会社中国銀行   680   34,000  3.9 

岡山市   580   29,000  3.3 

岡山県旅客自動車事業協同組合   500  25,000  2.9 

 

（４）従業員の状況 

区  分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

男 31名 -1名 46歳  14年  3月 

女 12名 -2名 48歳 10年 10月 

計 43名 -3名 46歳  13年  3月 

（※上記従業員数は、パート社員 9名を含みます。） 

 

（５）重要な親会社及び子会社の状況 

    該当事項はありません。 
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（６）長期借入金の借入先及び借入額 

 

借   入   先 
借   入   額 

（千円） 

借入先が所有する当社の株式 

持株数 持株比率 

株式会社中国銀行 10,000 680株  3.9％  

株式会社トマト銀行 10,000    170株    0.9％  

計 20,000   

（うち１年以内に返済予定の長期借入金  0千円） 

 

（７）取締役及び監査役の状況（2023年 3月 31日現在） 

役  職  名 氏     名 主    た    る    職    業 

代表取締役社長 水川 宏一 岡山空港ターミナル株式会社 

常務取締役 小林 正保 岡山空港ターミナル株式会社 

取締役 池永 亘 岡山県 県民生活部長 

〃 劒持 敏朗 岡山県農業協同組合中央会 専務理事 

〃 小嶋 光信 公益社団法人岡山県バス協会 会長 

〃 髙谷 昌宏 岡山商工会議所 副会頭 

〃 永山 久仁彦 岡山県旅客自動車事業協同組合 理事長 

〃 平澤 重之 岡山市 都市整備局長 

〃 前田 正俊 日本航空株式会社 岡山支店長 

〃 松井 規代 全日本空輸株式会社 岡山支店長 

〃 松田 正己 株式会社山陽新聞社 代表取締役社長 

〃 三浦 智美 岡山県 産業労働部長 

〃 宮長 雅人 株式会社中国銀行 取締役会長 

〃 森脇 大輔 株式会社日本政策投資銀行 岡山事務所長 

〃 山本 達也 倉敷市 建設局長 

監査役 末長 範彦 岡山通運株式会社 取締役会長 

〃 石井 清裕 岡山商工会議所 会頭特別補佐 

〃 遠藤 俊夫 岡山県貨物運送株式会社 代表取締役会長 

(注) 当期中の取締役の異動 

(１)就任  

取締役 松井 規代、池永 亘、山本 達也、永山 久仁彦、森脇 大輔の各氏は、2022 年 6 月 24 

日開催の第 36 期定時株主総会および 2022年 8月１日開催の臨時株主総会において、新たに 

選任され就任いたしました。 
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  (２)辞任 

     取締役 常木 尚隆、那須 信行、古谷 修司の各氏は、2022 年 3月 31 日付で辞任いたしました。 

取締役 梶川 政文氏は 2022 年 6月 29 日付で、取締役 小林 貴史氏は、2022 年 6 月 30 日付 

で辞任いたしました。 

 

（８）会計監査人の状況 

会計監査人の名称 責任限定契約の内容の概要 会計監査人の報酬の額 

イースト・サン監査法人 責任限定契約は、締結しておりません。 年額 2,200千円 

 

３．業務の適正を確保するための体制 

内部統制システム構築の基本方針 

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

      当社は、取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を、法令

及び社内規程に基づき、適正に保存及び管理します。 

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、当社の業務執行に係るリスクを特定し、認識したうえで適切なリスク対応を

図ります。また、当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発現した場合に備え、予め

必要な対応方針を整備し、発現したリスクによる損失を最小限度にとどめるために必要

な対応を行います。 

③取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、法令遵守及び倫理維持（コンプライアンス）を業務遂行上の最重要課題のひ

とつとして位置づけ、取締役を含む役職員がとるべき行動の基準・規範を示した「企業

行動基準」「行動規範」を制定し、役職員全ての適用対象者に遵守を求めます。また、取

締役及び使用人の業務遂行における法令・社内規定・規則等の遵守状況について、日常

的に相互監視を行うとともに、定期的な内部監査により、法令及び定款への適合性を確

認し、会社経営に対する影響の評価分析を行います。 

④取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    取締役（または代表取締役）は、合理的な経営方針の策定、全社的な重要事項につい

て、検討・決定する会議体等の有効な活用、各部門間の有効な連携の確保のための制度

の整備・運用を行います。 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業

務分掌規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定める

こととします。 

⑤株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適性を確保する 
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ための体制 

    当社には、親会社並びに子会社はありません。 

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

   当社は、現在監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役から求められた

場合には、監査役と協議のうえ合理的な範囲で配置することといたします。 また、当該

使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査役の事前の同意を得ることに

より、取締役からの独立性を確保いたします。 

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体

制及びその他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制  

当社は、監査役が定期的に取締役または使用人から職務執行の状況について報告を受

けることができる体制を整備するとともに、監査が実効的に行われることを確保するた

め総務部等の関連部門が監査役の業務を補助いたします。 
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  貸 借 対 照 表 

（2023年 3月31日現在） 

（単位：千円） 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科      目 金     額 科      目 金     額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

そ の 他 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

建 物 附 属 設 備 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

建 設 仮 勘 定 

 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

 

投資その他資産 

保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

814,748 

709,411 

  21,780 

19,287 

4,690 

45,859 

13,719 

 

1,639,084 

 1,595,876 

  990,292 

298,457 

72,937 

107,125 

15,422 

 94,490 

17,150 

 

1,914 

916 

  998 

0 

 

  41,292 

2,600 

 38,686 

 6 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用    

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

契 約 負 債 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退職給付引当金 

預 り 保 証 金 

預 り 敷 金 

112,136 

22,169 

      2,156 

   40,220 

2,956 

 2,234 

28,631 

2,083 

 11,684 

      

149,717 

20,000 

92,607 

2,370 

34,740 

 

負 債 合 計   261,854 

純 資 産  の  部 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 

固 定 資 産 

圧 縮 積 立 金   

繰越利益剰余金 

2,191,979 

860,300 

1,331,679 

3,441 

1,328,238 

1,300,000 

66,766 

 △38,528 

  純 資 産 合 計 2,191,979 

資 産 合 計 2,453,833 負債・純資産合計 2,453,833 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  
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損 益 計 算 書 

(自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日) 

 

(単位：千円)  

科   目 金     額 

売 上 高 

不 動 産 収 入 

付 帯 事 業 収 入 

売 上 原 価 

 

393,945  

266,126  

 

  660,072  

  

 

 128,376  

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 

 

531,696  

670,845  

営  業  損  失 (△) 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

助 成 金 収 入 

雑 収 入 

 

 

17  

8,098  

     185  

△139,148  

 

 

 

8,302  

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

雑 損 失 

 

  68  

 147  

 

 

 215  

経  常  損  失 (△) 

特 別 利 益 

補 助 金 収 入 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

 

 

48,721  

△131,062  

 

    48,721 

 

8,941 

 

 8,941  

税引前当期純損失 (△ ) 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

 

   456  

 40,761  

△91,282  

  

 41,217  

当 期 純 損 失 (△)  △132,500 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

（自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日） 

 

（単位：千円） 
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株主資本 

純資産合計 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 
利益準備金 

その他の利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途積立金 

固定資産 

圧縮積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 860,300 3,441 1,300,000 61,203    99,534 1,464,179 2,324,479 2,324,479 

当期変動額         

剰余金の配当         

当期純損失(△)     △132,500 △132,500 △132,500 △132,500 

固定資産圧縮積立金の

積立 
   15,565 △15,565 － － － 

固定資産圧縮積立金の

取崩 
   △10,002 10,002 － － － 

株主資本項目以外の 

当期変動額(純額) 
        

当期変動額合計 －   5,562 △138,063 △132,500 △132,500 △132,500 

当期末残高 860,300 3,441 1,300,000 66,766   △38,528 1,331,679 2,191,979 2,191,979 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



個別注記表 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  （１）資産の評価基準及び評価方法 

    棚卸資産…移動平均法による原価法 

     (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により     

算定しております。） 

 

  （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産…定額法 

    ②無形固定資産…定額法 

      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）     

に基づいております。 

 

  （３）引当金の計上基準 

①賞与引当金 

           従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上してお

ります。 

        ②退職給付引当金 

           従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

岡山空港ターミナルの施設等の賃貸に係る収益は、所有する固定資産の賃貸であり、顧

客との賃貸借契約に基づいて賃貸サービスを提供する履行義務を負っております。当該賃

貸借契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗

度に応じて収益を認識しております。 

商品等の販売に係る収益は、顧客に商品等を引き渡した時点において、顧客が当該商品

等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

２．収益認識に関する注記 

（１）収益の分解 

   当社は、岡山空港ターミナルの施設等の賃貸及び商品等の販売が主な事業であります。 

（千円） 

 売店売上 石油売上 広告収入 その他 合計 

不動産収入 － － － － 393,945 

付帯事業収入 63,861 122,568 24,420 55,276 266,126 

売上高合計     660,072 
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（２）収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りは、計算書類作成時点で入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出して

おります。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業

年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。 

 

   繰延税金資産 

   （１）当事業年度の計算書類に計上した金額  38,686千円 

      なお、繰延税金資産の発生の原因別の内訳は、「６．税効果会計に関する注記」に記

載しております。 

 

  （２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

      繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によ

って見積っております。当該見積りは、新型コロナウイルス感染症の拡大など将来の

不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課

税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰

延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額    5,716,946千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

     普通株式   17,206株 
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６．税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別内訳 

    繰延税金資産 

     賞与引当金              3,557千円 

     未払社会保険料             537千円 

       未払事業税               762千円 

       未払事業所税              727千円 

     退職給付引当金            28,198千円 

     減価償却費超過額           1,264千円 

     税務上の繰越欠損金         101,250千円 

  繰延税金資産小計             136,297千円 

  評価性引当額               △68,379千円 

  繰延税金資産合計              67,918千円 

繰延税金負債 

     固定資産圧縮積立金         △29,231千円 

  繰延税金負債合計             △29,231千円 

  繰延税金資産の純額             38,686千円 

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

     貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファ 

イナンス・リース契約により、使用しております。 

 

８．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用について短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入によ

り、資金を調達しております。 

 売掛金に係る顧客の信用リスクは、事前に資質を調査することにより、リスク低減を図

っております。 

 借入金は、主として建設資金及び増改築資金等のために借入れたものであります。これ

以外には、運転資金を含め銀行等からの借入はありません。 
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（２） 金融商品の時価等に関する事項 

    2023年 3月 31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。現金は注記を省略しており、預金・売掛金・買掛金

など短期間で決済される勘定科目は、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し

ております。 

 （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

長期借入金 （20,000） （19,704）        296 

※ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の 3つのレベルに分類しております。 

 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。 

 

長期借入金これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス

クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル 2の時価に分

類しております。 

 

（注）長期借入金に係る貸借対照表計上額及び時価については、それぞれ 1 年内に返

済予定の金額を含んでおります。 

 

９．賃貸等不動産に関する注記 

  （１） 賃貸等不動産の状況に関する事項 

     当社は、岡山市において、賃貸等不動産として使用される部分を含む空港ターミナル

ビルを有しております。 
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（２） 賃貸等不動産の時価に関する事項 

     賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時  価 

  929,554 1,421,599 

(注 1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額で 

あります。 

(注 2) 当期末の時価は、固定資産税評価額を使用しております。 

 

１０．関連当事者との取引に関する注記 

  親会社及び法人主要株主                       (単位：千円) 

属性 名 称 

議決権等の

(被所有) 

割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 
取引金額 科 目 期末残高 

その他の

関係会社 
岡山県 30.2% 

補助金の 

受入 
補助金収入 29,208 未収入金 5,980 

主要株主

の子会社 

全日本空輸 

株式会社 
14.6% 

不動産賃貸

役員の受入 

売上高 

(注 1) 
110,942   

契約負債 

未収入金 

9,784 

379 

主要株主

の子会社 

ANA FESTA 

株式会社 
0.6% 不動産賃貸 

売上高 

(注 1) 
8,615 

契約負債 

未収入金 

  722 

49 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して交渉の上で決定しております。 

(注 2)取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

１１．資産除去債務に関する注記 

  当社は、岡山県が管理する県有財産に関する使用許可に基づき、当社が使用する使用許可物

件（土地）の返還時に、当社が所有する旅客ターミナルビル等を撤去することの原状回復に係

る債務を有しております。 

  しかし、当該債務に関連する使用許可物件（土地）の実質的な使用期間は、旅客ターミナル

ビル等の公共性に伴い、航空行政の動向に左右されることから、現時点で明確ではなく、資産

除去債務を合理的に見積もることが困難なため、当該債務に見合う資産除去債務を計上してお

りません。 

 

１２．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                 127,396円 21銭 

   １株当たり当期純損失(△)                  △7,700円 81銭 

 

１３．重要な後発事象に関する注記 

該当事項ありません。 
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独立監査人の監査報告書 

2023年 5月 19日 

岡山空港ターミナル株式会社  

取締役会 御中 

イースト・サン監査法人 

岡山県岡山市 

指  定  社  員 
公認会計士  岡  友和  ㊞ 

業 務 執 行 社 員 

監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、岡山空港ターミナル株式会社の2022年4月1

日から2023年3月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ

た。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当

監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及

び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどう

か検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどう

か注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者並びに監査役の責任 
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経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類

等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が

あると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部

統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監

査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類

等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに

計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

－19－ 



監査役の監査報告書 謄本 

 

監 査 報 告 書 

 

2023年 5月 25日 

 

 当監査役は、2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日までの第 37期事業年度の取締役の職務の

執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１． 監査役の監査の方法及びその内容 

監査役は、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。 

各監査役は、取締役、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財

産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制、その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法施行

規則第 100条第 1項及び第 3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき、整備されている体制(内部統制システム)の状況を検証いたしました。以上の方法に基づ

き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について、検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体

制」(会社計算規則第 131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成 17年 10月

28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表)及びその附属明細書について、検討いたしました。 
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２． 監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為、又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は、認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は、相当であると認めます。また当内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は、認められませ

ん。 

 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人イースト・サン監査法人の監査方法及び結果は、相当であると認めます。 

以 上 

 

 

               岡山空港ターミナル株式会社 監査役 

 

監 査 役 末長 範彦  ㊞ 

 

監 査 役 石井 清裕  ㊞ 

 

監 査 役 遠藤 俊夫   ㊞ 
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